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１．目的 

 

IMOで 2004年 2月にバラスト水管理条約が採択され、現在付随する 14のガイドライン策定が行

われている。MEPC52 及び MEPC53(2005/07/18-22)において、その大半が最終化される予定である。

同時に本条約の見直し事項のリストアップが進められており、見直しの実作業は 2006年から 2009年

まで行われる予定である。 

このため、現在策定中のガイドラインの最終化までの動向に対応しつつ、条約の見直しに関する

問題点を検討し IMOへ提案する。 
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２．調査項目 

 

2.1 ガイドライン最終化における積み残し事項の整理・検討 

1) バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）に関する検討 

2) 同上、MEPC提案文書の作成 

3) 同上、プレゼン資料の作成 

 

2.2 バラスト水管理条約見直しに関する検討 

1) バラスト水管理システムの国内外開発状況の整理 

2) バラスト水性能基準(規則 D-2)達成状況の検討 

3) バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）、及び活性化物を使用するバラス

ト水管理システムの承認のための手順（G9）を想定した承認の可能性の検討 

4) 2009年建造船への適用の可能性の検討 
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３．調査結果 

 

3.1 ガイドライン最終化における積み残し事項の整理・検討 

3.1.1 バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）に関する検討 

バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）は、2005年 2月 21日から 25日の DE48

において最終案化され、2005年 7月 11日～15日の IBWWG4（バラスト水作業部会第 4回中間会合）

を経て、2005年 7月 18日～22日の MEPC53において採択されることとなった。 

資料－１には、最終案の事務局文書であるMEPC53/2原文、資料－２には、G8部分である ANNEXの

仮和訳を示した。 

この G8最終案に関して、科学的・技術的な根拠、及び現実性等の見地で再検討を行い、次の 5点に

関して修正提案を行うこととし、“2) 同上、MEPC 提案文書の作成”及び“3) 同上、プレゼン資料の作

成”作業を行ってMEPC53で主張した結果、修正提案の②を除いて我が国の修正提案が採用された。そ

して、G8は決議MEPC53.125(53)として採択された。採択された G8原文は資料－３、その仮和訳は資

料－４として巻末に収録した。 

 

① パラグラフ 2.3.15.2 

陸上試験の試験水要件のうち、10µm以上 50µm未満の生物数が最終案では 104個/mlと規定され

ている。ただし、104個/mlの試験水を作成するのは、自然海水利用及び培養種利用の両方ともに、

理論的に非常に困難で、膨大な設備と経費が必要となる。よって、現実的な 103個/mlに引き下げ

ることを提案する。なお、この提案に関しては、プレゼンテーションも行って実現を図ることと

した。 

② パラグラフ 2.3.26 及び 2.3.27  

水生生物の濃縮に使用するメッシュ等のサイズを規定しているが、最終案では「対角の長さ」

で規定している。しかし、条約で規定する生物の大きさの表記の趣旨に合わせると、「辺の長さ」

の方が正しいため、変更するよう提案する。 

③ パラグラフ 3.11 

最終案では、陸上試験で 400m3以上のバラスト水模擬タンクが最低 1 基、200m3以上が最低 2

基必要となっている。このような、陸上固定タンクを試験設備に設置して試験を行うことは、現

実性の面で多くの問題を生むことから、試験船や試験バージ等の使用を認めるよう提案する。 

④ パラグラフ 5  

G8本編パラグラフ 5には陸上試験のダウンスケーリングに関する項目が記載されているが、陸

上試験の要件は、Part 2 2.3項に記載されているので、パラグラフ 5の記載を ANNEXの Part 2 2.3

本項に移動するよう提案する。 

⑤ Part 4 4.7.4~同.6 

細菌類の分析対象を規定しているが、分析対象を「Vibrio Cholerae」, 「E.coli」,「intestinal 

Enterococci」及び「heterotrophic bacteria」としている。この記載は、不正確かつ混乱を招くおそれ

があるので、条約の「D-2で明記された指標病原菌」と変更することを提案する。 
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3.1.2 同上、MEPC提案文書の作成 

“3.1.1 バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）に関する検討” 結果を踏まえ、

次の 2つの提案文書を作成した。なお、提案文書原文は、資料－５及び資料－６に収録した。 

 

① MEPC53/2/19：Comments regarding the test water quality required by the Guidelines for Approval of Water 

Ballast Management Systems (G8) 

② MEPC53/2/20：Comments on Guidelines for Approval of Ballast Water Management Systems (G8) 

 

3.1.3 同上、プレゼン資料の作成 

“3.1.1 バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）に関する検討” で修正提案すること

となった陸上試験に用いる 10µm以上 50µm未満の水生生物の濃度の変更（104個/mlから 103個/ml）に関

しては、極めて科学的・専門的な領域であるため、プレゼンテーションを行って、提案主旨の理解を促す

こととした。 

資料－７には、プレゼンテーションを行った資料（和文バージョン）を収録した。 

 

 

3.2 バラスト水管理条約見直しに関する検討 

3.2.1 バラスト水管理システムの国内外開発状況の整理 

a. 国内情報 

我が国におけるバラスト水管理システムの開発は、（社）日本海難防止協会が日本財団から助成を受

けて実施しているスペシャルパイプ方式が新たにオゾンを活性物質として加えたハイブリッド方式と

なり進められている。他には、膜処理法、ろ過と塩素の複合方式等の開発が進められているとの非公式

情報があるが、公式な情報とはなっていない。 

ちなみに、スペシャルパイプ・ハイブリッド方式は、陸上試験段階ではすでにD-2基準を達成してい

るとのことである注)。 

 

注）参考文献； 

社）日本海難防止協会（2005）：平成 16年度 船舶バラスト水等処理技術性能向上 調査研究報告書 

 

b. 海外情報 

海外の開発情報に関しては、MEPC53におけるRG（見直しグループ）において、各国の提案文書を基

に、その性能や実現性について検討された。 

この情報によると、各国における開発状況は、バラスト水管理条約が発効した場合における D-2 基準

の最初の適応が 2009年であることもあり、現在、世界各国で精力的に行われていることが伺える。 

表 3-1には、MEPC53のRGにおいて整理の主対象とされたバラスト水処理装置の処理原理と開発段階

を示す。なお、IMOでは来年（2006年）10月に開催予定のMEPC55においても同様の整理が行われるこ

とになっており、我が国からも複数の装置が報告される予定である。 

整理の対象とされたのは 11の処理装置で，豪州，ドイツ，ノルウェー，韓国，スウェーデン，それに

米国で開発が進められているものである。 

これら開発中のバラスト水処理装置内、すでに船舶に搭載され船上試験を実施しているものが 5
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つ存在し、2004年のバラスト水管理条約採択後に、実際の商船に搭載可能なバラスト水処理装置が

各国で精力的に開発が進められていることが伺える。また、豪州で検討されている熱処理を除けば、

全ての装置に活性化物質による殺滅工程が組み込まれており、性能（水生生物に対する殺滅効果）

もかなり向上している。活性化物質の使用は、D-2基準に細菌類も規定されたことが大きく反映し

たものと考えられるが、同時にバラスト水処理装置を高度なシステムに進化させた。 

このように、近年、急速に開発が進んだバラスト水処理装置でも、D-2 基準を満足し、かつ MEPC53

で採択された“バラスト水管理システムの承認に関するガイドライン”及び“活性化物質を使用するバラス

ト水管理システムの承認に関する手順”に定められた試験方法で認証あるいは効果等が確認されたものは

現時点で存在しない。今後は、ガイドラインに従った各種試験及び認証作業も進むと予想される。   

ただし、活性化物質を使用するバラスト水処理装置の場合は、装置稼働時には活性化物質の作用（毒）

で多くの水生生物を殺滅しなければならない一方で、排出時には環境に影響することが無い、つまり無毒

状態にしなければならず、相反する要求に対応しなければならない。表 3-1に示した装置においても、

この難問に答えられるかについては、不透明である。 

  

表 3-1 各国で開発中のバラスト水処理装置 

開発国 処理原理 開発段階 

熱処理 ばら積船で船上試験を実施 

豪州 1.ろ過，2.船内の発生機で生成

した二酸化塩素で殺滅 

室内実験レベル 

1.ろ過，2.船内の発生機で生成

した活性化物質で殺滅 

陸上試験レベル 

2006年末に商業化予定 

1.ろ過，2.UV 照射，3.150ppm

の活性化物質で殺滅 

陸上試験レベル 

1.遠心分離と 50µm のろ過，

2.150ppmの PERAKLEAN（過

酢酸と過酸化水素をベースに

した活性化物質）で殺滅 

陸上試験（処理流量 200m3，500m3）実施済み，

船上試験を計画中 
ドイツ 

1.50µm のろ過，2.電気化学処

理で殺滅 

2005年 5月からプロトタイプ装置で船上試験中

1.低圧分離，2.UV照射 船上（7隻）で運用中 

ノルウェー 1.50µm のろ過，2.キャビテー

ション，3.N2ガス注入による脱

酸素 

陸上試験レベル 

船上試験を計画中 

韓国 
海水の電気分解で生成される

活性化物質による殺滅 

陸上試験レベル 

 

スウェーデン 
1.ろ過，2.UV 照射による生成

水酸基による殺滅 

船上試験中 

米国 
船内の発生機で生成した二酸

化塩素で殺滅 

船上試験中（処理流量 2,500m3/hr） 
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3.2.2 バラスト水性能基準(規則 D-2)達成状況の検討 

“3.2.1 バラスト水管理システムの国内外開発状況の整理”で紹介した国内外の開発システムの中で、

科学的データを基に、明確に D-2基準をクリアーしたと公表しているのは、次の 2システムだけである。 

 

① 開発国；日本 

システム概略：オゾン（濃度 2.5mg/L 以上）を注入した後、機械的殺滅法であるスペシャルパイプ

を一定流速以上で通水して殺滅 

② 開発国；ドイツ 

システム概略：遠心分離と 50µmのろ過，2.150ppmの PERAKLEAN（過酢酸と過酸化水素をベース

にした活性化物質）で殺滅 

 

 

3.2.3 バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（G8）、及び活性化物を使用するバラスト

水管理システムの承認のための手順（G9）を想定した承認の可能性の検討 

現時点において、2005年 7月のMEPC53で採択された G8及び G9に基づいて承認されたシステム、

あるいは試験が実施されたという公式な発表は見あたらない。ただし、G9の諮問機関である GESAMP

の TGは、2006年 1月に第 1回会議が開催されており、それにはドイツの PERAKLEANと韓国の電気

分解装置（塩素として）が基本承認の申請を行っている。また、第 2回の TGは 5月に開催が予定され

ているが、それには我が国のスペシャルパイプ・ハイブリッドシステム（オゾンそして）、マリンサウ

ンドの他、シンガポールとスウェーデンからも申請の意志が表明されている。 

また、G8に関しては、我が国のスペシャルパイプ・ハイブリッドシステムが、試験設備やサンプリ

ング及び分析方法をほぼ G8 通りに実施した模擬試験を 2006 年 2 月に実施しており、定格流量が

300m3/hrのシステムでも D-2基準を達成したと発表された。 

これら情報を考慮すると、近い将来には、G8 及び G9 に基づく試験と審査で承認されるシステムが

できる予感を感じる。 

 

 

3.2.4 2009年建造船への適用の可能性の検討 

G8及びG9で承認去られるシステムが開発される予感があるとことは上記したが、承認作業段階は、

いずれも G9 の基本承認作業が始まったばかりである。G9 の最終承認は G8 の陸上試験の排出水を用

いることになっており、承認の申請は、つまり、G8の陸上試験施設の整備と試験の実施を待たねばな

らない。また、G8は、その他に船上試験と電子部品に対する環境試験の実施も要求している。 

このような実施しなければならない手順と必要日数を考えると、G8 及び G9 の承認を取得したシス

テムが出現するのは、最短でも 2007年であると考える。すなわち、設計及び建造に要する時間を考え

た場合には、条約の 2009年建造船への適用は、極めて厳しいと言わざるを得ない。 
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資料－２ 
MEPC53/2、ANNEX 

 

付属書 

 

バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン 

 

目次 

 

１ 序文 

 

  一般 

  ゴール及び目標 

  適用 

  要求の要約 

 

２ 背景 

 

３ 定義 

 

４ 技術仕様 

 

  バラスト水管理システム 

  バラスト水処理装置 

  制御及びモニター装置 

 

５ バラスト水管理システムの承認のための陸上試験 

 

  バラスト水処理装置のスケーリング 

 

６ 計画承認の工程の為の典型的な書類要求 

 

７ 承認及び証明書手続き 

 

８ 設置要求 

 

  サンプリング施設 

 

９ 設置審査及び監修手続き 
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附属書 

 

PART 1 ‒ システム文書の事前試験の評価のための仕様 

PART 2 ‒ バラスト水管理システムの承認のための試験及び性能仕様 

PART 3 ‒バラスト水管理システムの環境試験のための仕様 

PART 4 ‒ バラスト水の生物学的成分の決定の為のサンプル分析方法 

 

添付書類 － バラスト水管理システムの型式承認の証明書 
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附属書 

バラスト水管理システムの承認のためのガイドライン（仮訳） 
 

１ 序文 
 

一般 

 

1.1 バラスト水管理システムの承認のためのこれらのガイドラインは“船舶のバラスト水及び沈殿物

の制御と管理の為の国際条約”(今後“条約”として引用される)の規則 D-2 に規定されているように、

バラスト水処理システムが基準に合致しているか査定する為に、主に主管庁あるいはそれらの指定機

関向けを目的としている。加えて、この文書は装置が受ける評価手続き、及びバラスト水処理システ

ムに課せられる要求に関し、製造者及び船主の指導要領として使用可能である。これらのガイドライ

ンは客観的に一貫し、更に透明な方法で適用されねばならない。また、それらの適用は機関により随

時評価されねばならない。 

 

1.2 これらのガイドラインに引用されている条項及び規則は条約に含まれるものである。 

 

1.3 ガイドラインは設計及び建造、評価の為の技術手続き、及びバラスト水管理システムの型式承認

証明書の発行手続きに関する一般要求を含む。 

 

1.4 これらのガイドラインは、規則 D-4の規定の下でのプロトタイプシステムの船上の実験評価を含

むシステムの性能評価、条約の要求に完全に準拠するバラスト水管理システム及び関連システムの承

認、及び条約の条項９の規定に準拠する port state controlのサンプリングの評価のための全体のフレー

ムワークの中に適合する目的である。 

 

1.5 規則 D-3の要求は、条約に準拠するバラスト水管理システムはこれらのガイドラインを考慮して、

主管庁により承認されねばならないことを規定している。そのようなバラスト水管理システムの承認

に加え、規則 A-2 及び規則 B-3 で規定されているように、条約は船舶からのバラスト水の排出が開発

ベースに基づき規則 D-2 の性能基準を満足しなければならないことを要求している。システムの承認

は、条約の規則 D-2 に記載されている基準を満足しない管理システムを除外する目的である。しかし

ながら、システムの承認は与えられたシステムが全ての船舶、あるいは全ての条件で作動することを

保証するものではない。条約に準拠する為、排出は船舶の生涯を通じ D-2基準に準拠せねばならない。 

 

1.6 バラスト水管理システムの作動は、船舶の安全あるいは乗組員の健康を損なってはならない。ま

た、環境あるいは公衆衛生に許容できない害を呈してはならない。 

 

1.7 バラスト水管理システムは、条約の規則 D-2及び D-3で規定されている条件を満足することが要

求されている。これらのガイドラインは、これらの基準及び条件に準拠するよう設計されているシス

テムの安全性、環境受容、現実性及び生物学的効果を評価するために供する。型式承認された装置の
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経済効率はこれらガイドラインの改定に必要な決定事項として使用される。 

 

1.8 これらガイドラインは、バラスト水管理システムの設計、設置、性能、試験及び承認に関する要

請事項を含む。 

 

1.9 その適用の一貫性を確保する為に、承認手続きは、試験、サンプルの分析、及び結果の評価の統

一仕様が開発されて適用されることを要求している。これらガイドラインは、客観的に一貫し、及び

透明な方法で適用されねばならない；それらの適合性は機関により随時評価され、また必用に応じ修

正されねばならない。これらガイドラインの新版は機関により正当に回覧されねばならない。正しい

配慮がバラスト水管理システムの現実性に与えられねばならない。 

 

ゴール及び目標 

 

1.10 これらガイドラインのゴールは、条約に含まれる基準の統一的かつ適切な適用を保証するためで

ある。従って、ガイドラインは知見及び技術の状況に応じて最新のものにせねばならない。 

 

1.11 ガイドラインの目的は次の通りである： 

 

  .1 バラスト水管理システムの承認のための試験及び性能要求を規定する； 

 

  .2 バラスト水管理システムの承認のために必要な適切な設計、構造及び作動パラメーターを決定

する際に主官庁を支援する； 

 

  .3 規則 D-3の要求の統一的解釈及び適用を提供する； 

 

  .4 条約の要求を満足する装置の適合性を決定する際に、装置製造者および船主に指導要領を提供

する； 及び 

 

  .5 主管庁により承認されたバラスト水管理システムが、規則 D-2基準を陸上[でもまた船上]の評

価において達成することが可能であることを保証する。 

 

適用 

 

1.12 これらガイドラインは、条約に基づくバラスト水管理システムの承認に適用される。 

 

1.13 これらガイドラインは、規則 D-2に準拠することを要求されている全ての船舶に設置される目的

のバラスト水管理システムに適用される。 

 

要求の要約 
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1.14 これらガイドラインに規定されているバラスト水管理システムのための陸上[及び船上]の承認

要求は下記に要約されている： 

 

1.15 装置の製造者は附属書の Part 1に従い、バラスト水管理システムの設計、構造、操作及び稼動に

関する情報を提出せねばならない。情報は主管庁による適性の最初の評価の基礎にならねばならない。 

 

1.16 バラスト水管理システムは附属書の Part 2及び 3に記載されている手続きに基づき、型式承認の

ために試験されねばならない。 

 

1.17 附属書 Part 2および 3に概要が記されている型式承認の要求及び手続きの成功裏の達成は、主管

庁による型式承認の証明書の発行につながらねばならない。 

 

1.18 型式が承認されたバラスト水管理システムが船上に設置される際は、項目 9に基づく設置審査が

実施されねばならない。 

 

２ 背景 
 

2.1 条約の要求に準拠する船舶によって、使用されるバラスト水管理システムの承認に関しては規則

D-3に記載されている。 

 

2.2 条約の要求を満足する船舶は、規則 D-2のバラスト水性能基準により排水をしなければならない

ことを規定している。 

 

  .1 minimum dimensionが 50µm以上：1m³当り 10生存生物未満；及び 

 

  .2 minimum dimensionが 50µm未満及び minimum dimensionが 10µｍ以上：mililitre当り 10生存生

物未満；及び 

 

  .3 人間の健康の基準として、指標微生物が次の濃度未満： 

 

     .1 Toxicogenic Vibrio cholerae(serotype 01及び 09): 100 millilitre当り 1 Colony Forming Unit 

(cfu)未満、あるいは動物性プランクトンサンプル 1グラム(wet weight)当り 1 cfu未満 

 

     .2 Escherichia coli: 100 millilitre当り 250 cfu未満 

 

     .3 Intestinal Enterococci: 100 millilitre当り 100 cfu 未満 

 

３ 定義 
 

これらガイドラインの目的のために規定する。 
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3.1 活性物質は有害な水生生物及び病原菌に対し、一般的あるいは特定の働きを持つビールスあるい

は菌を含む物質あるいは生物を意味する。 

 

3.2  バラスト水管理システム(BWMS)は、規則 D-2 のバラスト水性能基準を満足するか、あるいは超

えるようにバラスト水を処理するいかなるシステムを意味する。BWMSはバラスト水処理装置、全て

の関連する制御装置、モニター装置及びサンプリング設備を含む。 

 

3.3  バラスト水管理計画書は、個々の船舶上で実施されるバラスト水管理工程及び手続きを記載する

条約の規則 B-1に引用される書類である。 

 

3.4  バラスト水処理装置は、バラスト水及び沈殿物内の有害水生生物及び病原菌の取り入れ、或いは

排出を除去、無害化、あるいは回避する為に、機械的、物理的、化学的あるいは生物学的に処理する

単一あるいは複合の装置を意味する。バラスト水処理設備は、バラスト水の取入れあるいは排出、航

海途中、あるいはそれらの複合時に作動する。 

 

3.5  制御装置は、バラスト水処理装置を操作し、制御する為に要求される設置装置を意味する。 

 

3.6  条約は、船舶のバラスト水及び沈殿物の制御及び管理のための国際条約を意味する。 

 

3.7  モニター装置は、バラスト水処理装置の効率的な作動を査定する為に設置された装置を示す。 

 

3.8  サンプリング装置は、これらのガイドライン及び機関により検討されたバラスト水サンプリング

の為のガイドライン内で必要とされるように、処理済あるいは未処理のバラスト水をサンプリングす

る為に提供された設備を意味する。 

 

[3.9  船上試験は、システムが条約の規則 D-2で規定されている基準を満足していることを確認する為

に、これらガイドラインの附属書の Part 2に従い船上で実行される完全な BWMSのフルスケールの試

験である。] 

 

3.10  評価処理能力(TRC)は、BWMSが型式承認されるための時間当たりの立法米で表示された最大継

続能力である。 それは条約規則 D-2に準拠する為に BWMSが処理可能な単位時間当たりのバラスト

水量を示す。 

 

3.11  陸上試験は、BWMS が条約の規則 D-2 に規定されている基準を満足していることを確認する為

に、これらのガイドラインの附属書 Part 2 及び 3 に従い、実験室、装置工場あるいはパイロットプラ

ントで実施される BWMSの試験である。 

 

3.12  生存生物は生きているいかなる生長段階の生物である。 
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４ 技術仕様 
 

4.1 この項目は BWMS が型式承認を取得する為に満足せねばならない一般的な技術要求の詳細を記

す。 

 

バラスト水管理システム 

 

4.2 BWMSは、導入された危険を緩和する為に、主管庁に許容される保管、適用、緩和手段、及び安

全な取り扱いに対する適切な準備が提供されない限り、危険な性質のいかなる物質も含有したり使用

してはならない。 

 

4.3 BWMSの適正な操作を阻害するいかなる障害が発生した場合、聴取可能かつ視覚可能な警報がバ

ラスト水操作を制御している全ての部署で発せられねばならない。 

 

4.4 磨耗しやすい、あるいは損傷を受けやすい BWMSの全ての作業部品は、補修の為に容易に接近可

能でなければならない。BWMSの定期修理及び問題修正の手続きは、製造者により明確に操作及び補

修のマニュアルに規定されねばならない。全ての補修及び修繕は記録されねばならない。 

 

4.5 BWMSへの妨害を回避する為、次の項目が含まれねばならない： 

 

  .1 パラグラフ 4.4の必須要求以外で、BWMSへのいかなる接近もシールの破棄を要求せねばなら

ない。 

 

  .2 BWMS の洗浄、計測、あるいは修繕を目的とする作業中は、常に視覚可能な警報が作動する

よう BWMSは適用可能な限り建造されねばならない。また、それらの事態は制御装置により

記録されねばならない； 

 

  .3 緊急事態の場合、船舶及び人員の安全を保護する為に、適切な迂回路が設置されていなければ

ならない； 

 

  .4 BWMS のいかなる迂回も警報を始動させねばならない。また迂回の事態は制御装置により記

録されねばならない。 

 

4.6 計測を必要とする BWMS部品の作動をチェックする為に、更改審査の際、製造者の指示に従い、

装置が提供されねばならない。最終の計測チェックの日付を証明する計測証明書は、検査目的の為に

本船に保持されねばならない。製造者ないし製造者により権限を移譲された人物のみが正確度チェッ

クを実行せねばならない。 

 

バラスト水処理装置 
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4.7 バラスト水処理装置は、堅固でかつ船上環境での作業に適していなければならず、目的としてい

るサービスに適した設計及び構造でなければならない。また、高温の表面及び他の危険に正当な配慮

がなされ、船上での人員への危険を最小限に減ずるよう設置され保護されていなければならない。設

計は、建造に使用される材質、装置が予定する目的、従属する作業条件及び船上の環境条件に配慮が

払われねばならない。 

 

4.8 バラスト水処理装置は、その操作及び制御の為に、単純かつ効果的な手段で供給されねばならな

い。それはバラスト水処理装置の適切な操作に必要とされるサービスが、必要な自動装置を通じ保証

されるよう制御システムが付随していなければならない。 

 

4.9 バラスト水処理装置は、引火性の気体が呈する場所に取り付けることを予定する場合、そのよう

な場所に関連する安全規定を遵守せねばならない。BWMSの一部であるいかなる電気装置も、安全な

地帯に基礎を置かねばならない。または、危険地帯での使用の安全性を主管庁により証明されねばな

らない。危険地帯に据え付けられた可動性の部品は、静電気の発生を回避するよう準備されねばなら

ない。 

 

制御及びモニター設備 

 

4.10 BWMSは、船舶の BWMS必用な処理の適量、あるいは度合、あるいは他の局面を自動的にモニ

ターし、調整する制御設備を含んでいなければならない。それらは、直接処理に影響しないがそれに

もかかわらず必要な処理の適正な管理に要求される。 

 

4.11 制御装置は、BWMS が稼動している期間、継続的に自動モニターする能力を含んでいなければ

ならない。 

 

4.12 モニター装置は、BWMSの正常な稼動あるいは故障を記録しなければならない。 

 

4.13 規則 B-2の遵守を支援する為に、制御装置は、最低 24ヶ月間データーを保管可能にしなければ

ならない。また、要求に応じて公式な検査のために記録を表示、あるいは印刷可能にしなければなら

ない。制御装置が交換される場合、交換以前に記録されたデーターが、24 ヶ月間本船で取得できるこ

とを保証する手段が提供されねばならない。 

 

4.14 制御設備の一部である計測装置による傾向、制御設備装置の連続性及び制御設備のメーターをゼ

ロに戻す能力をチェックする為に、簡略な手段が本船に提供されることが推奨される。 

 

５ バラスト水管理システムの承認のための陸上試験 
 

試験要求―バラスト水処理装置 

 

スケーリング 
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5.1 インライン処理装置は、陸上試験用に縮小可能であるが、次の基準が考慮されるときに限定され

る： 

 

  .1 TRCが 200m³/h以下の装置は、縮小されてはならない； 

 

  .2  TRCが 200m³/hより大きく 1,000m³/hより小さい装置は、最大 1:5のスケールで縮小可能であ

るが、200m³/h 未満は不可能；及び 

 

  .3 TRCが 1,000m³/h以上の装置は、最大 1:100のスケールで縮小可能であるが 200m³/h未満は不

可能； 

 

5.2 装置の製造者は、いかなる縮小スケールも装置が証明される型式及びサイズの船舶での最終稼動

及び効率に影響しないことを、数理モデル及び/或いは計算を使用して証明せねばならない。 

 

5.3 インライン処理装置は、フルスケールの効果が実証可能なスケールで試験されねばならない。試

験セットアップの適正は、製造者により評価され主管庁により承認されねばならない。 

 

5.4 拡大スケーリングは、適用可能である。そして、もし、フルスケールの船上試験と 5.2 に関連し

て、製造者がスケーリングと流量が、フルスケールでの基準との適合を予知する為の結果の能力に逆

に影響しないことを証明可能であれば、5.1で示されているよりも低い流量が適用可能である。 

 

６ 計画承認手続きの為の典型的な書類要求 
 

6.1 承認の為に提出される書類は、最低次を含まなければならない： 

 

  .1 BWMS の記述。記述は、処理されたバラスト水及び適切かつ必要な排出流のための操作上の

出口を明示し、典型的なあるいは要求されたポンプ及び配管の配列の図表・図面を含まねば

ならない。通常と異なるポンプ及び配管の配列を有する船舶のためには、予定された設置に

特別な配慮が払われる必要がある； 

 

  .2 BWMS の主要構成物及びそれらの操作ならびに補修の詳細を含む、製造者により提供された

設備マニュアル； 

 

  .3 完全な BWMS の為の包括的な操作及び技術マニュアル。このマニュアルは、BWMS の配列、

操作及び補修を総体的に網羅せねばならない。また、製造者の設備マニュアルではカバーさ

れていない BWMSの部品を特に記載しなければならない。 

 

  .4 正常な操作手続き、及びバラスト水処理装置の不具合の際の未処理水の排出手続き、補修手続

き、及び船舶の安全に必要な緊急行動を含むマニュアルの操作項目； 
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  .5 排出前の処理水の調整の方法は、提供されねばならない。また、排出された水の評価は、船舶

のバラスト水に対する処理の影響の記述、特に、処理によるいかなる残留物及び副生産物の

性質及び沿岸海域への排出の水の適性を含まねばならない。適用される水質規定を満足する

為に、排出前の処理水のモニター及び必要なら“調整”に必要ないかなる行動の記載も提供

されねばならない； 

 

  .6 廃棄物を適正に管理し処理する為に、計画された行動の記述を含む BWMSの付属流(即ち濾過

物質、遠心分離の濃縮物、廃棄物及び残留化学物質)の記述； 

 

  .7 不具合発見を可能にする適切な情報(モニターシステムの記述及び図表/図面及び電気/電子配

線の図表)を含むマニュアルの技術項目； 

 

  .8 とりわけ構成物の位置及び据え付け要求、安全及び危険の空間の境界の統一性の維持、及びサ

ンプル配管の配列を規定する技術上の設置仕様；及び 

 

  .9 BWMS に固有の推奨される試験及び審査手続き。この手続きは、設置契約者による稼動試験

で実施される全てのチェックを規定せねばならない。また、BWMSの船上検査を行う際、及

び設置が製造業者の設置基準に反映していることを確認する際に、検査官に対する指導要領

を提供せねばならない。 

 

７ 承認及び証明書手続き 
 

7.1 あらゆる点でガイドラインの要求を満足している BWMSは、船上への設置に対し主管庁より承認

されることが出来る。承認は機械の主要項目を規定し、かつ適正な作動を保証する為に、必要なその

使用条件を限定している型式承認証明書の形態を採らねばならない。その証明書は、附属書類 1 に示

されている様式で発行されねばならない。BWMSの型式承認証明書の写しは、常時設備に適した形で

本船に保持されねばならない。 

 

7.2 BWMSの型式承認証明書は、BWMSが承認された特定の用途、即ち特定のバラスト容量、流速、

塩分あるいは温度体勢、或いは他の制限条件あるいは適当と思われる環境に対し発行されねばならな

い。 

 

7.3 BWMSの型式承認の証明書は、附属書の Part 2,3及び 4に記載されている全ての試験要求を満足

していることに基づき発行されねばならない。 

 

7.4 主管庁は、別個の試験あるいは他の主管庁の監修の下で、すでに実施された試験に基づき、BWMS

の型式承認証明書を発行できる。 

 

7.5 BWMSの型式承認証明書は、次を含まねばならない： 
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  .1 申請した BWMSの型式及びモデルを特定する。また、正当な日付の装置組み立て図面を特定

する； 

   

.2 モデル規格番号あるいは同等の同一証明の詳細を記載した関連の図面を特定する； 

 

  .3 基となる完全な作動試験プロトコルの引用を含む。また、試験結果元本の写しが付随する； 

 

  .4 他の主官庁による従前に発行された型式認定証明書に基づき主管庁により証明書が発行され

るか特定する。そのような証明書は、BWMSの試験を実施した主管庁を特定せねばならない。

また、試験結果の元本は BWMSの型式認定証明書に添付されねばならない。 

 

7.6 承認された BWMSは、その本船の使用に対し、他の主官庁により型式認定された可能性がある。

ある国により承認された装置が他の国の型式承認を通らない場合、関係する二カ国は、相互に引き受

け可能な合意に到達する目的で相互に相談せねばならない。 

 

８ 設置要求 
 

サンプリング施設 

 

8.1 BWMSは、船舶のバラスト水の代表的サンプルを収集する為に、サンプリング設備を備えていな

ければならない。 

 

8.2 サンプリング設備は、いかなる場合でも BWMSの取入れ地点、排出地点前、及び主官庁により決

定される可能性のある設備の適正な稼動を確認する為のサンプリングに必要な他のいかなる地点にも

位置しなければならない。 

 

９ 設置検査及び監修手続き 
 

9.1 次の書類が適切な様式で本船にあることを証明する： 

 

  .1 BWMSの型式承認証明書の写し； 

 

  .2 BWMS の電機及び電子部品が附属書の Part 3 に含まれる環境試験の規格に基づき型式試験さ

れたことを確認する主管庁ないし主官庁より権限を委託された実験場よりの声明文； 

 

  .3 BWMSの主要部品の装置マニュアル； 

 

  .4 BWMSの技術記載、操作上及び補修上の手続き、及び設備不具合の場合の補完手続きを含む、

船舶に固有かつ主官庁により承認された BWMSに対する操作上及び技術マニュアル； 
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  .5 設置仕様； 

 

  .6 設置監修手続き；及び 

 

  .7 最初の調整手続き。 

 

9.2 次を証明する： 

 

  .1 BWMSの設置がパラグラフ 9.1.5に引用されている技術設置仕様に基づき実施されたこと； 

 

  .2 BWMSが主官庁あるいはその代理人により発行されたBWMSの型式承認証明書に整合してい

ること； 

 

  .3 完全な BWMSの設置が製造者の装置仕様に基づき実施されたこと； 

 

  .4 いかなる操作上の入り口及び出口はポンプ及び配管の配列の図面に示されている場所に位置

しなければならない。 

 

  .5 設置の完成度は、特にいかなる隔壁の貫通あるいはバラストシステムの配管の貫通が関連する

承認の基準に合致している点で満足すべきものである；及び 

 

  .6 制御及びモニター装置が正しく作動していること。 

 



 - 50 -

附属書 

 

この附属書は、BWMSに対する詳細な試験及び性能仕様を提供し、また次を含む： 

 

  PART1-システム文書の事前試験の評価のための仕様 

  PART2-バラスト水管理システムの承認のための試験及び性能仕様 

  PART3-バラスト水管理システムの承認のための環境試験の仕様 

  PART4-バラスト水の生物学的成分の決定のためのサンプル分析方法 

 

PART1 – シシステム文書の事前試験の評価のための仕様 

 

1.1 適切な書類が BWMSの予定された承認試験の前に、承認工程の一部として準備され、主官庁に提

出されねばならない。提出された書類の承認は、独立した承認試験を実施する為に不可欠でなければ

ならない。 

 

一般 

 

1.2 書類は２つの主たる目的の為に、製造者/開発者により提出されねばならない：承認試験を受ける

為に BWMSの準備を評価すること、及び試験のために製造者の提案した試験要求及び手続きを評価す

ること。 

 

準備評価 

 

1.3 準備評価は、製造者により提案されたバラスト水を管理、あるいは船上で安全に操作する上で、

BWMSの能力を規制する基本的問題が存在するか否かを決定する為に、BWMSの設計及び構造を試験

する。後者の関心は、乗員の健康及び安全、船舶のシステム及び積荷との相互作用、及び潜在的な環

境上の悪影響に関連する基本的問題に加え、バラストシステム及び他の空間の腐食に関する BWMSの

影響を通じ、長期で見た乗員及び船舶の安全に対する影響の可能性を考慮せねばならない。 

 

1.4 評価は、また、製造者/開発者が研究及び開発段階で、船上での操作条件の下におけるシステムの

性能及び信頼性を試験した努力の度合いに焦点を当てねばならない。また、それらの試験結果の報告

を含まねばならない。 

 

試験提案の評価 

 

1.5 試験提案の評価は、設置、計測及び試験中の BWMSの操作(補修要求を含む)に関する全ての製造

者の主張の要求、及び手続きを検証せねばならない。この評価は、試験機関がいかなる潜在的な健康

あるいは環境上の安全問題、異常な操作要求(労働及び材質)、及び処理副産物あるいは廃棄流の処分に

関連する問題点を特定するのに役立たねばならない。 
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書類 

 

1.6 提出される書類は最低下記を含まねばならない： 

 

  .1 技術マニュアル－技術的記述は下記を含まねばならない： 

 

    ・ 製品仕様； 

    ・ 工程記述； 

    ・ 操作上の指示； 

    ・ 主要部品及び使用された材質の詳細(必要な場合証明書を含む)； 

    ・ 製造者の特定の設置基準に基づく技術的設置仕様 

    ・ システムの制限；及び 

・ 定期的補修及び問題解決の手続き 

 

  .2 BWMS図面－廃棄流及びサンプリングの地点の参照を含むポンプ及び配管の配列の図表/図面

及び電気/電子配線の図表 

 

  .3 バラスト水管理計画との関連－装置の設置が予定される船舶の概要(サイズ、型及び操作)と同

じ装置が設置される場所の特徴、及び配列に関する情報。この情報は、後に装置と船舶のバ

ラスト水管理計画表との関連を形成する；及び 

 

  .4 環境及び公衆衛生への影響―有害な影響が発生しないことの保証に必要な範囲で実行された

環境研究に基づき、環境への潜在的危険は特定されて文書化されねばならない。１種類ある

いはそれ以上の活性物質を含む活性物質ないし調合を使用するバラスト水管理システムの場

合、“活性物質を使用するバラスト水管理システムの承認手続き”に記載されている手続きに

従わねばならない。装置は、活性物質の使用量及び最大許容される排出密度が常時認定され

た基準以下であることを保証せねばならない。 

 

1.7 文書は、これらのガイドラインに従い陸上試験のために使用される試験設置に関連する固有の情

報を含む。そのような情報は、適切な稼動を保証する為に必要なサンプリング、及び装置の効率及び

効果を適切に評価することを保証するために、必要ないかなる他の関連情報を含まねばならない。提

出される情報は、また型式承認手続き期間で適用される環境、健康及び安全基準に、一般的に合致し

ていることに焦点を当てねばならない。 

 

PART2 – バラスト水管理システムの承認のための試験及び性能仕様 

 

[主官庁は陸上及び船上試験の結果を決定する。] 

 

2.1 品質保証及び品質管理の手続き 
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2.1.1 試験を実施する試験機関は、主官庁に受け入れられる認定された国際基準に基づき適切な品質

管理の手段を実行せねばならない。 

 

2.1.2 承認試験工程は、次から構成される厳格な品質管理/品質保証プログラムを含まねばならない： 

 

  .1 品質管理計画(QMP)及び品質保証プロジェクト計画(QAPP).これらの計画の準備に関する指導

要領は、他の指導要領の書類及び他の一般的な品質管理の情報と併せ、適切な国際機関1より

入手可能である。 

     

  .2 QMPは、品質管理の構成及び試験機関(下請け契約者及び外部の実験場を含む)の方針に主点を

当てる。 

 

  .3 QAPP は、試験される BWMS の特性、試験設備、及び実際の設計及び要求される実験の実行

に影響するほかの条件を反映したプロジェクト固有の技術文書である。 

 

[2.2 船上試験 

 

2.2.1 船上試験のサイクルは次を含む： 

 

  .1 船舶のバラスト水の取入れ； 

 

  .2 船舶でのバラスト水の保管； 

 

  .3 対照タンクを除き、BWMSによるパラグラフ 2.2.2.2に基づくバラスト水の処理；及び 

.4 船舶からのバラスト水の排出。 

 

   

船上試験の成功基準 

 

2.2.2 船上あるいは船舶へ設置する BWMSの性能評価には、次の情報及び結果が主官庁の満足に沿う

よう提出されねばならない： 

 

  .1 試験前に提出される試験計画 

 

  .2 BWMSが予定される処理容量の範囲内の能力であることの文書 

 

  .3 船上での試験サイクルで試験されるバラスト水の量は、船舶の通常のバラスト操作と整合して

いなければならない。また、BWMSはそれが承認されることを予定される処理容量で作動

                                                        
1 ISO/IEC17025のような機関 
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されねばならない。 

 

  [.4 規則 D-2 に合致する処理バラスト水の排出を示す、３回連続の有効試験サイクルで確認され

る結果の文書。 

 

  .5 有効試験は、対照タンク及び処理されるバラスト水両方の取入れ水の生存生物の密度が規則

D-2.1 の値より 10 倍を超え、また対照タンクの生存生物の濃度が排出時に規則 D-2.1 を超え

ることで示される。 

 

  .6 サンプリング体系： 

 

    .1 対照タンクに対し： 

 

      .1 取入れ期間中に収集される流水の３反復サンプル(即ち、初め、中間、終り)。 

 

      .2 排出期間中で収集される排出対照水の３反復サンプル(即ち初め、中間、終り)。 

 

    .2 処理バラスト水に対し： 

 

      .1 排出期間中に各々３回で収集された排出処理水の３反復サンプル(即ち 3ｘ初め、３ｘ

中間、３ｘ終り)。 

 

    .3 サンプルサイズ： 

 

      .1 minimum dimensionが 50マイクロメーター以上の生物の検出には、最低 1立方米のサ

ンプルが収集されねばならない。もしサンプルが検出の為に濃縮される場合、サン

プルは対角線上の寸法で 50マイクロメーター未満のメッシュのふるいを使用して濃

縮せねばならない。 

 

      .2 minimum dimensionが 10マイクロメーター以上で 50マイクロメーター未満の生物の

検出には、最低 1 リッターのサンプルが収集されねばならない。もしサンプルが検

出の為に濃縮される場合、サンプルは対角線上の寸法で 10マイクロメーターのメッ

シュより大きいふるいを使用して濃縮されねばならない。 

 

      .3 バクテリアの評価には、最低 500ミリリッターのサンプルが流水及び処理水から収集

されねばならない。] 

 

  .6 無効及び不成功の試験サイクルを含む試験サイクルは、６ヶ月以上のトライアル期間の間隔を

置かねばならない。 
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[.7 申請者は規則 D-2を遵守する。また 2.2.2.5に基づく有効な３回連続の試験サイクルを実施す

ることが要求される。いかなる無効な試験サイクルも連続性に影響しない。] 

 

  .8 試験サイクルの為の原水は、塩分、温度、粒子状有機炭素及び総浮遊物質量の計測により特徴

づけられる。 

 

  .9 トライアル期間を通じて、システム操作のために、次の情報がまた提供されねばならない： 

 

    .1 取入れおよび排出の量および場所、及び嵐に遭遇した場合の場所を含むバラスト水操作の

文書； 

 

    .2 不成功の試験サイクル或いは D-2 基準に不合格排出の試験サイクルの発生の考えられる

理由は、調査され主官庁に報告されねばならない。 

 

    .3 システムに実施された定期補修の文書； 

 

    .4 システムに実施された不定期の補修および修繕の文書； 

 

    .5 固有のシステムに対して適切な、モニターされたエンジニアリングパラメーターの文書 

 

    .6 制御およびモニター装置の稼動の文書。] 

 

2.3 陸上試験 

 

2.3.1 バラスト水処理装置を含む試験設定は、最低５回の試験サイクル期間中で、提出された書類に

記載されているように作動しなければならない。各々の試験サイクルは最低５日の期間に渡り実施さ

れねばならない。 

 

2.3.2 陸上試験サイクルは次を含まねばならない： 

 

  .1 バラスト水のポンプによる取入れ； 

 

  .2 最低５日間のバラスト水の保管； 

 

  .3 対照タンクを除き、BWMS内でのバラスト水の処理；及び 

 

.4 バラスト水のポンプによる排出。 

 

   

2.3.3 試験は、2.3.12および 2.3.13に記載されているように異なる条件の水を使用して連続して実施さ
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れねばならない。 

 

2.3.4 BWMSは、各々の試験サイクルに対し、その処理容量あるいはこれらガイドラインの主文の 5.1

から 5.3に記載されているように試験されねばならない。装置は、この試験中仕様通りに稼動しなけれ

ばならない。 

 

2.3.5 各々の試験サイクルからの処理された排出水の分析は、排出サンプルの平均が条約の規則 D-2

の濃度を超えないことを決定する為に使用されねばならない。 

 

陸上試験の目的、評価のための制約条件と基準 

 

2.3.6 陸上試験は、型式承認を考慮中の BWMS の生物学的効率を決定する為に供する。承認試験は、

他の処理装置との模写性および比較性を保証することを目的としている。 

 

2.3.7 ここに記載されている試験手続きに関し、バラスト水管理システムにより課せられたいかなる

制約条件も正当に認知され、主官庁により評価されねばならない。 

 

陸上の施設 

 

2.3.8 承認試験のための試験施設は、装置が設置されることを予定されている船舶の型の代表的特性

および配列のものでなければならない。従って試験施設は、少なくとも下記を含まねばならない： 

 

  .1 試験される完全な BWMS; 

 

  .2 配管およびポンプの配列 

 

  .3 タンク内の水が完全に遮光されているように建造されたバラストタンクを模写する保存タン

ク； 

 

2.3.9 対照区および処理水用の模写されたバラストタンクは各々次を含まねばならない： 

 

  .1 200m³の最低容量； 

 

  .2 電灯および排水口を含む通常の内部構造； 

 

  .3 設計、構造および船舶の表面塗装に関しては標準的な工業手法； 

 

  .4 陸上での構造上の統一性のために要求される最低限の改造。 

 

2.3.10 試験施設は、試験手続きを開始する前および試験サイクルの間、タップ水で圧力洗浄し、乾燥
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して、散乱している破片、生物および他の物質を除去する為に清掃する。 

 

2.3.11 試験施設は、パラグラフ 2.3.20及び 2.3.21で記載されているようにサンプリングを可能にする

施設またパラグラフ 2.3.12 及び 2.3.15 で規定されている、システムへの供給流入水を検知す

る施設を含む。設置配列は、これらガイドラインの主文の条文 8 に概要が記されている手続

きの基で、規定され承認されたそれらに各々の場合に合致せねばならない。 

 

陸上試験の設計入口及び出口の基準 

 

2.3.12 試験サイクル(5 回の反復が 1 セットとみなされる)のいかなる与えられたセットに対しても塩

分範囲が選択されねばならない。選択された塩分に対し、上記で記載されている試験施設に試用され

る試験水は、溶存及び粒子成分を次の組合せとしなければならない： 

 

                                        塩分 

                         ›32PSU      15 – 25PSU      <3PSU 

  溶存有機炭素(DOC)  ›１mg/l        5 – 10mg/l      5 – 10mg/l 

    粒子態有機炭素(POC)    ›1mg/l        5 ‒ 10mg/l      5 ‒ 10mg/l 

    総浮遊物質(TSS)      <5mg/l          ›5mg/l          ›5mg/l 

 

2.3.13 少なくとも 2セットの試験サイクルが、各々異なる塩分範囲またパラグラフ 2.3.12に記載され

ている関連する溶存及び粒子成分で実施されなければならない。 

 

2.3.14 試験生物は、試験水内で自然発生するものか、或いは試験水に加えられる培養種のいずれかで

ある。生物濃度は、下記のパラグラフ 2.3.15に従わねばならない。 

 

2.3.15 流入水は次を含まねばならない： 

 

  .1 minimum dimensionで 50マイクロメータ以上の生物は、可能であれば立方メートル当り 10⁶少

なくとも 10⁵以上の個体の総密度を有していなければならない。また、少なくとも３つの異な

る phyla/division で、少なくとも５種から構成されねばならない； 

 

  .2 minimum dimensionで 10マイクロメータ以上 50マイクロメータ未満の生物は、ミリリッター

当り最低 10⁴個の総密度で存在していなければならない。また、最低３つの異なる

phyla/divisionで、少なくとも 5種から構成されねばならない。 

 

  .3 従属栄養細菌は、ミリリッター当り最低 10⁴の生存バクテリアの密度で存在していなければな

らない；及び 

 

  .4 自然の生物群集ないし培養生物の使用に無関係に、密度及び生物の多様性要求を満足する為に、

試験水中の生物の多様性について上記に記載されているサイズ区分に従い文書化されねばな
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らない。 

 

2.3.16 次のバクテリアは、流入水に加える必要はないが、流入水及び排出時に計測されねばならない： 

 

  .1 大腸菌群 

 

  .2 腸球菌グループ 

 
  .3 Vibrio cholerae ；及び 

 

  .4 従属栄養細菌 

 

2.3.17 培養試験生物が使用される場合、地域の適用される検疫規定が培養及び排出期間中考慮される。 

 

陸上のモニタリング及びサンプリング 

 

2.3.18 処理及び模擬されたバラストタンクでの保管中に、試験生物の数の変化は附属書の Part4 のパ

ラグラフ 4.5から 4.7に記載されている方法を使用して計測されねばならない。 

 

2.3.19 処理装置は、試験サイクル中の電力消費及び流量など、規定されているパラメーター内での性

能を証明されねばならない。 

 

2.3.20 pH,温度，塩分，溶存酸素，TSS， DOC， POC及び濁度(NTU)2のような環境パラメーターは、

記載されているサンプル収集されると同時に計測されねばならない。 

 

2.3.21 試験中のサンプルは、次の時期及び場所で収集されねばならない：処理装置の直前、処理装置

の直後及び排出時。 

 

2.3.22 対照及び処理サイクルは、同時にあるいは連続して実施される。対照サンプルは 2.3.21に記載

されている装置試験と同様の方法で、また、流入水時及び排出時に収集されねばならない。 一連の

例は図１に含まれる。 

 

2.3.23 サンプリングの為の施設ないし配列は、処理及び対照水の代表サンプルが、生物に対し出来る

限り逆作用を少なくなるよう収集できることを保証する為に、提供されねばならない。 

 

2.3.24 パラグラフ 2.3.21及び 2.3.22に記載されているサンプルは、各々の時期に３個収集されねばな

らない。 

 

                                                        
2 NTU=Nominal Turbidity Unit 
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2.3.25 それぞれのサンプルは次の為に収集されねばならない： 

.１minimum dimensionが 50マイクロメータ以上の生物； 

.2minimum dimensionが 10マイクロメータ以上で 5マイクロメータ未満の生物；及び 

.3heterotrophicバクテリア。 

 

2.3.26 minimum dimensionで 50マイクロメータ以上の生物を D-2基準と比較する為に、最低 20リッ

ターの流入水及び１立方メートルの処理水がそれぞれ３回づつ収集されねばならない。もし、サンプ

ルが検出の為に濃縮される場合、サンプルは対角線の寸法で 50マイクロメータ未満のメッシュのふる

いを使用して濃縮されねばならない。 

 

2.3.27 minimum dimensionで 10マイクロメータ以上 50マイクロメータ未満の生物の評価のためには、

最低 1リッターの流入水及び最低 10リッターの処理水が収集されねばならない。もし、サンプルが検

出の為に濃縮される場合は、サンプルは対角線の寸法で 10マイクロメータ未満のメッシュのふるいを

使用して濃縮されねばならない。 

 

2.3.28 バクテリアの評価のためには、最低 500ミリリッターの流入水及び処理水が無菌ボトルに収集

されねばならない。 

 

2.3.29 サンプルは、収集後可及的速やかに分析されねばならない。また、6 時間の間に生存を分析、

あるいは適切な分析が実行可能となることを保証する方法で処理されねばならない。 

 

2.3.30 提案されたシステムの効果は、制御された実験の形式で、標準的な科学的方法の手法で試験さ

れねばならない。特に、バラスト水内の生物濃度での BWMSの効果は、処理されたバラスト水との比

較により試験されねばならない。即ち“処理されたグループ”と未処理の“対照グループ”を以下の

ように比較する： 

 

  .1 １つの実験は、対照水と処理水との比較から構成される。単一の試験サイクルの中で対照及び

処理水を最低３つの複数サンプルをその実験中の水中の状態の良好な統計的評価を得る為に

収集されねばならない。単一の試験サイクル中で収集された複数のサンプルは、“偽りの模擬”

を避ける為に、処理効果の統計的評価の中で独立した方法として処理されてはならない。 

 

2.3.31 もしいかなる試験サイクルでも対照水からの平均排出結果が、規則 D-2.1の値の 10倍以下の濃

度であれば、試験サイクルは無効となる。 

 

2.3.32 BWMS性能の統計的分析は、対照及び処理済の水を比較する t-試験あるいは類似の統計的試験

から構成されねばならない。対照及び処理済の水との比較は、試験準備での死亡の非制御の原因の影

響を示し、対照水の予期しない死亡の試験を提供する。 

 

2.4 試験結果の報告 
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2.4.1 承認試験が完了した後、報告が主官庁に提示されねばならない。この報告は、試験設計、分析

の方法及びこれらの分析の結果に関する情報を含まねばならない。 

 

2.4.2 BWMSの生物学的効果試験の結果は、もし本附属書項目 2.2で規定されている陸上試験[及び船

上試験]のパラグラフ 4.7 で規定されているように、全ての試験サイクルで規則 D-2 の基準に合致して

いることが示されるならば受け入れられなければならない。 

 

PAR3 – バラスト水管理システムの承認のための環境試験の仕様 

 

試験仕様 

 

3.1 標準的な生産の構成での BWMSの電気及び電子部品は、主官庁あるいは製造者の母国の適格な当

局による目的の為に、承認された実験場で、この仕様に規定されている環境試験のプログラムに従属

せねばならない。 

 

3.2 下記の環境試験に成功裏に合致したことの証明は、型式承認の申請書と併せて製造者により主官

庁に提出せねばならない。 

 

試験仕様の詳細 

 

3.3 装置は、下記にリストされている操作上の環境試験の各々の終了時に満足に稼動しなければなら

ない。 

 

振動試験 

 

3.4 反響検査は、振幅周波数及び振幅の次の範囲に対し実施されねばならない： 

 

  .1 1mmの振動振幅を伴う 2から 13.3Hz;及び 

   

.2 0.7gの加速振幅を伴う 13.2から 80Hz. 

 

この検査は、反響検査を可能にする充分低い速度で３つの直角面の各々になされなければならない。 

 

3.5 装置は、２時間に渡り各々の主要な周波数で、上記に記述された面で振動されなければならない。 

 

3.6 いかなる反響周波数も欠如している場合、装置は２時間に渡り 0.7gの加速を伴う 30Hzで面の各々

で振動されねばならない。 

 

3.7 パラグラフ 3.5から 3.6に規定されている試験の終了後、検査は再度反響に対してなされ、振動パ

ターンで重要な変化があってはならない。 
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温度試験 

 

3.8 甲板上のさらされる場所あるいは環境的に制御されない閉鎖された空間に設置される装置は、２

時間より少なくない時間で、次に従わねばならない： 

 

  .1 －25℃の低温試験； 

 

  .2 55℃の高温試験； 

 

3.9 機関室を含む環境的に制御されている閉鎖空間に設置される装置は、２時間より少なくない時間

で、次に従わねばならない： 

 

  .1 0℃の低温試験； 

 

  .2 55℃の高温試験。 

 

3.10 上記の小パラグラフに引用されている試験の各々の最後に、設備は電源をいれ試験条件の下で正

常に稼動しなければならない。 

 

湿度試験 

 

3.11 装置は、相対湿度 90%での大気の中で 55℃の温度で２時間電源を切った状態にせねばならない。

この時間の最後に、設備は電源を入れ、試験条件の下で一時間満足に作動しなければならない。 

 

荒海に対する防御の試験 

 

3.12 甲板上でさらされる場所に設置される装置は、IEC刊行物 529の 1P 56あるいはそれと同等に基

づき荒海に対する防御の為の試験に従わねばならない。 

 

電力供給の変動 

 

3.13 装置は、次の条件で満足に作動しなければならない： 

 

  .1 +/-5%の同時周波数変動と併せ+/-10%の電圧変動； 

 

  .2 +/-10%の一時的な同時周波数、３秒間の一時的回復時間と併せ+/-20%の一時的電圧； 

   

傾斜試験 
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3.14 船舶が直立状態のとき、静的状態の下で、どちら側にも 15 度、及び動的状態(ローリング)の下

で、22.5 度までのいかなる角度で傾斜し、及び同時に船首による動的(ピッチング)に傾斜したとき、

BWMSは作動するよう設計されていなければならない。主官庁は船舶の型、サイズ及びサービス条件

及び装置の作動上の稼動を勘案し、これらの角度からの乖離を認めることが出来る。許可されたいか

なる乖離も型式認定証明書に書類化されねばならない。 

 

電気及び電子装置の信頼性 

 

3.1.5 装置の電機及び電子部品は、製造者より保証された品質で、かつそれらの目的に適合するもの

でなければならない。 

 

PART4 – バラスト水の生物学的成分の決定のためのサンプル分析方法 

 

サンプル処理及び分析 

 

4.1 BWMSの試験期間中に収集されたサンプルは、サイズ及びサンプリング、及び分析から損傷の感

受性において、また、生物の広範囲の分類学上の多様性を含み、大きくばらつく可能性がある。 

 

4.2 可能な場合、採集、取扱い(濃縮を含む)、保管及びサンプルの分析に対し、広範囲に受けられて

いる標準的方法が採用されるべきである。これらの方法は、試験計画書及び報告に明確に引用され記

述されねばならない。これは生物の検出、及び同定、及び生死判定(これらのガイドラインに規定され

ているように)の為の方法を含む。 

 

4.3 標準的方法が特定の生物あるいは分類学上のグループに対し利用できない場合、使用に開発され

た方法は、試験計画書及び報告に詳細を記述されねばならない。詳細な記述の書類は、方法の使用の

有効化に必要とされるいかなる実験も含まねばならない。 

 

4.4 自然の及び処理された水のサンプル中の複雑さ、規則 D-2の下での処理されたサンプルの生物の

要求される希少性、及び現行の標準方法の費用及び時間要求の場合、幾つかの新しいアプローチがバ

ラスト水のサンプル中の組成、濃度及び生死の分析の為に、開発されることがあり得る。主官庁/締約

国は、現行の科学的意見及び機関により配布された書類を使用して、バラスト水サンプルの分析の為

の方法に関する情報を共有することが望まれる。 

 

サンプル分析 

 

4.5 サンプル分析は、サンプル中の種の組成及び生存生物の数を決定することを意味する。異なるサ

ンプルが、生死及び種の組成の決定の為に収集されることがあり得る。 

 

4.6 生物の生死は、形態上の変化、運動性、生命に関わる染料を使用する染色、或いは分子技術を含

む。ただし、これに限定ず、適切な方法により生死判定を通じ決定されることが出来る。 
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4.7 次の条件の下で処理試験サイクルは成功と判断される： 

 

  .1 2.2.5あるいは 2.3.31の適切な項目に基づき有効である； 

 

  .2 反復サンプル中における最小径が 50マイクロメータ以上の生物の平均濃度が、立法米あたり

生存生物が 9以下である； 

 

  .3 反復サンプル中における最小径が 50マイクロメータ未満でかつ 10マイクロメータ以上の生物

の平均濃度が、ミリリッター当り 9個以下である； 

 

  .4 Vibrio cholerae(serotypes 01及び 0139)の平均濃度が、100ミリリッター当り 1cfu未満あるいは

１グラム(wet weight)の動物性プランクトンのサンプル当り１cfu未満である； 

 

  .5 反復サンプル中の E.coliの平均濃度が 100ミリリッター当り 250cfu未満である；及び 

 

  .6 反復サンプル中の intestinal Enterococciの平均濃度が 100ミリリッター当り 100cfu未満である。 

 

4.8 標準的方法の恒久的リスト及び革新的研究技術が検討されることが推奨される。3 

付録１ 

バラスト水管理システム型式承認の証明書 

 

 

図１ 

可能な陸上試験の構成図 

 

（以上、省略） 

 

資料－３ 

                                                        
3示唆される情報源は次を、ただしこれに限定されない、を含む： 

   .1 The Handbook of Standard Method For the Analysis of Water and Waste Water 

      .2 ISO standard methods 

      .3 UNESCO standard methods 

      .4 World Health Organization 

      .5 American Society of Testing and Materials (ASTM) standard methods 

      .6 U.S.EPA standard methods 

      .7 Research papers published in peer-reviewed scientific journals 
      .8 MEPC paper. 



 - 63 -

 

 

 



 - 64 -

 

 

 

 

 



 - 65 -

 

 

 

 

 



 - 66 -

 

 

 

 

 



 - 67 -

 

 

 

 

 



 - 68 -

 

 

 

 

 



 - 69 -

 

 

 

 

 



 - 70 -

 

 

 

 

 



 - 71 -

 

 

 

 

 



 - 72 -

 

 

 

 

 



 - 73 -

 

 

 

 

 



 - 74 -

 

 

 

 

 



 - 75 -

 

 

 

 

 



 - 76 -

 

 

 

 

 



 - 77 -

 

 

 

 

 



 - 78 -

 

 

 

 

 



 - 79 -

 

 

 

 

 



 - 80 -

 

 

 

 

 



 - 81 -

 

 

 

 

 



 - 82 -

 

 

 

 

 



 - 83 -

 

 

 

 

 



 - 84 -

 

 

 

 

 



 - 85 -

 

 

 

 

 



 - 86 -

 

 

 

 

 



 - 87 -

 

 

 

 

 



 - 88 -

 

 

 

 

 



 - 89 -

 

 

 

 

 



 - 90 -

 

 

 

 

 



 - 91 -

 

 

 

 

 



 - 92 -

資料－４ 

 

 

 



 - 93 -

 

 

 

 

 



 - 94 -

 

 

 

 

 



 - 95 -

 

 

 

 

 



 - 96 -

 

 

 

 

 



 - 97 -

 

 

 

 

 



 - 98 -

 

 

 

 

 



 - 99 -

 

 

 

 

 



 - 100 -

 

 

 

 

 



 - 101 -

 

 

 

 

 



 - 102 -

 

 

 

 

 



 - 103 -

 

 

 

 

 



 - 104 -

 

 

 

 

 



 - 105 -

 

 

 

 

 



 - 106 -

 

 

 

 

 



 - 107 -

 

 

 

 

 



 - 108 -

 

 

 

 

 



 - 109 -

 

 

 

 

 



 - 110 -

 

 

 

 

 



 - 111 -

 

 

 

 

 



 - 112 -

 

 

 

 

 



 - 113 -

 

 

 

 

 



 - 114 -

 

 

 

 

 



 - 115 -

 

 

 

 

 



 - 116 -

 

 

 

 

 



 - 117 -

 

 

 

 

 



 - 118 -

 

 

 



 - 119 -

資料－５ 

 

 

 



 - 120 -

 

 

 

 

 



 - 121 -

 

 

 

 

 



 - 122 -

 

 

 

 

 



 - 123 -

 

 

 

 

 



 - 124 -

 

 

 

 



 - 125 -

資料－６ 

 

 

 



 - 126 -

 

 

 

 

 



 - 127 -

 

 

 

 

 



 - 128 -

 

 

 

 

 



 - 129 -

 

 

 

 

 



 - 130 -

資料－７ 

 

 

 

 

バラスト水処理装置の承認試験に

用いる試験水の作成

Preparation of enough number of organisms 
for test water 

for approval of Ballast Water Treatment System

バラスト水処理装置の承認試験に

用いる試験水の作成

Preparation of enough number of organisms 
for test water 

for approval of Ballast Water Treatment System
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ガイドライン（G8）の条件を満たす
試験水作成方法の検討

1）天然海水のみを利用した試験水作成
濃縮の必要性と濃縮率

　　　　濃縮方法

（濃縮に用いるプランクトンネットの目合い）

2）天然海水に培養種を加えた試験水作成
培養・飼育が可能な種

大量培養の方法

ガイドライン（G8）の条件を満たす
試験水の作成方法の検討

1）天然海水のみを利用した試験水作成
濃縮の必要性と濃縮率

　　　　濃縮方法

（濃縮に用いるプランクトンネットの目合い）

2）天然海水に培養種を加えた試験水作成
培養・飼育が可能な種

大量培養の方法
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2005.01.22に東京湾で採水した海水

東京湾の冬季水温：約10℃

低水温期のためMD10
µm以上の生物密度が
低い：20-30 inds./ml

他の季節であれば生物密
度は１００倍以上になりう
る。

Only one chain 
of organisms

1）天然海水のみを利用した試験水作成－１：使用した海水

温帯域の低水温期における実験の典型的な例とみなせる

海水の濃縮

　実際に行うのであれば、大量の海水を取り扱える

逆濾過法、プランクトンネット法など方法を具体的に

考えなければならない。

　ただ、この研究ではきわめて小規模な研究室内で

取り扱える規模の実験を考えた。
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1）天然海水のみを利用した試験水作成－２：濃縮方法

採取した海水

目合い 10 µm のプランクトン
ネットで濃縮

未濃縮海水 濃縮海水（40 L を 80 ml に 500 倍濃縮）

用いる生物群はMDが、50 µm以上の生物と、10 µm 以上で
50 µm 未満の生物の２種であるが、濃縮には目合いが10 µm 
のプランクトンネット地しか用いない。

理由：
1. 50 µm以上の生物と、10 µm 以上で50 µm 未満の生物の
両方を同時に処理装置効果検証実験に用いるため、分ける
必要がない。

2. 目合いが50 µmのプランクトンネット地を用いて生物を濃縮
した時に、 10 µm 以上で50 µm 未満の生物が一緒に捕集さ
れてしまい、 10 µm以上で50 µm 未満の生物の効率的濃縮
ができない。
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プランクトンネットの例（目合い 50 µm ）

50 µm

50 µm

目合い 50 µm のプランクトンネットでプランクトンを濾過した状態

ろ過を行ってしまうと，50 µm以下の生物も捕集してしまう。そのた
め操作後試水中の 50 µm以下の生物の細胞密度が低下する。
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目合い 10 µm のプランクトンネット

10 µm

陸上試験に用いる試験水は，

　　少なくとも 3 つの異なる phyla/division の 5 種
から構成されなければならない．

という要件を満たしている。

50 µm
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計数板

・ 計数項目：

　　MD が 50 µm 以上

　　　　　　 10 µm 以上 50 µm 未満

　　　　　　 10 µm 未満

　の生物を計数（少なくとも 400 細胞を計数）

・ 試料を計数盤に 1 ml とり，

生物顕微鏡を用いて生物数を計数 1 mm

1）天然海水のみを利用した試験水作成

　　－３ ：計数方法

1）天然海水のみを利用した試験水作成－２：濃縮方法

採取した海水

目合い 10 µm のプランクトン
ネットで濃縮

未濃縮海水 濃縮海水（40 L を 80 ml に 500 倍濃縮）
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1）天然海水のみを利用した試験水作成－２：濃縮方法

採取した海水

目合い 10 µm のプランクトン
ネットで濃縮

未濃縮海水

濃縮海水（40 L を 80 ml に 500 倍濃縮）

東京湾の海水40 L を 80 ml （500 倍濃縮）に濃縮した場合

基準値を超えることが出来る

MD が 50 µm≦の生物
MD が 10 µm≦，＜50 µm の生物 1.7 ×104 inds./ml

2.5 ×108 inds./m3

1）天然海水のみを利用した試験水作成－４：計数結果

陸上試験に用いる試験水は，

　50 µm 以上の生物：105 inds./m3以上，

　10 µm 以上，50 µm 未満の生物： 104 inds./ml 以上

という要件を満たしている。

　特にMD が 50 µm以上の生物については1000倍以上存在。
そこで、MD が 10 µm以上で50 µmより小さい生物について考察
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1.　東京湾の海水40 L を 80 ml （500 倍濃縮）に濃縮した場合基準値
を超えることが出来ることはわかったが、何倍に濃縮したら基準値を超
えられるのか？

計数結果より，
　５００倍に濃縮すれば　　1.7 ×104 inds./mlとなる
　X倍に濃縮すれば 　1×104 inds./mlとなると
すると
　　500 : X = 1.7 ×104 : 1×104

　　これを解くと　X = 294
すなわち　海水を294倍濃縮すればよい。
以上から，
　基準を満たす試験海水400 m3を作成するには：

400 m3 × 294 ＝ 117,600 m3　

　の海水が必要

1）天然海水のみを利用した試験水作成－５：考察１

2.　東京湾の海水を294倍に濃縮して基準1×104 inds./mlを満たす海
水400ｍ3を作るには何ｍ3の海水が必要か？

海水を294倍濃縮するのだから、
基準を満たす試験海水400 m3を作成するには：

400 m3 × 294 ＝ 117,600 m3　

　の海水が必要

これは一辺約50ｍの水塊の海水量
　（50 x 50 x 50 = 125,000）に近い
このため、現実的な作業としては考えられない

1）天然海水のみを利用した試験水作成－６：考察２
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2005.01.22に東京湾で採水した海水

東京湾の冬季水温：約10℃

低水温期のためMD10
µm以上の生物密度が
低い：20-30 inds./ml

他の季節であれば生物密
度は１００倍以上になりう
る。

Only one chain 
of organisms

1）天然海水のみを利用した試験水作成－１：使用した海水

温帯域の低水温期における実験の典型的な例とみなせる

３.　もし、最初の生物量が100倍いれば使用する海水量は100分の1
になるか？

生物の大きさがいつも変わらなければ、100分の1
すなわち 400 m3 × 2.94 ＝ 1,176 m3　

　の海水で十分

これは一辺約10ｍの水塊の海水量
　（10 x 10 x 10 = 1,000）に近い

しかし、生物には密集すると各個体が小さくなる性質
があり、いくら濃縮しても10um以下の個体ばかり多く
なり、基準を満たすものは集められない可能性がある。
このため、現実的な作業としては考えられない。

1）天然海水のみを利用した試験水作成－７：考察３
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10 µm

Skeletonema costatum

Coscinodiscus sp.

Actinoptychus senarius

10 µm

Thalassiosira sp.

10 µm

10 µm≦，＜50 µm

10 µm≦，＜50 µm

10 µm≦，＜50 µm

＜10 µm

50 µm≦

500倍の濃縮海水（05.01.22 東京湾）の
主要な生物組成

Skeletonema costatum
60.5 ％

（14,675 inds./ml）

Chaetoceros spp.
20.3 ％

（4,925 inds./ml）

Thalassiosira spp.
8.9 ％

（2,150 inds./ml）

Eucampia zodiacus
5.1 ％

（1,250 inds./ml）

Others 5.3 ％
（1,275 inds./ml）
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500倍の濃縮海水（05.01.22 東京湾）に含まれる
各サイズ区分の生物量の割合

Skeletonema costatum  60.5 ％
18.0（29.8）
42.4（70.1）

Chaetoceros spp.  20.3 ％
9.2 （45.2）
11.1（54.8）

Thalassiosira spp.
8.9 ％

赤字： ＜10 µm
黒字： 10 µm≦，＜50 µm
緑字： 50 µm≦

Eucampia zodiacus
5.1 ％

Others  5.3 ％
0.6（11.7）
3.6（67.9）
1.0（19.4）

500倍の濃縮海水（05.01.22 東京湾）に含まれる
各サイズ区分の生物量の割合

Skeletonema costatum  42.4 %

Others  1.0 %

Chaetoceros spp. 11.1 %

Thalassiosira spp. 8.9 ％

Eucampia zodiacus 5.1 ％

Skeletonema costatum  18.0 %

Others 0.6 %

Others  3.6 %

Chaetoceros spp. 9.2 %

10 µm≦，＜50 µm

＜10 µm50 µm≦
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10 µm
Chaetoceros affinis

10 µm

Chaetoceros sociale

10 µm

Chaetoceros curvisetus Chaetoceros debile

10 µm

10 µm≦，＜50 µm

＜10 µm

50 µm≦

10 µm≦，＜50 µm
10 µm≦，＜50 µm or

＜10 µm

Rhizosolenia setigera

Thalassionema bacillare
&

Chaetoceros puseudocurvisetum

Eucampia zodiacus

10 µm

10 µm

Ditylum brightwellii

10 µm≦，＜50 µm 10 µm≦，＜50 µm

10 µm≦，＜50 µm

10 µm≦，＜50 µm

＜10 µm

＜10 µmor
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50 µm≦

10 µm≦，＜50 µm

10 µm≦，＜50 µm

10 µm≦，＜50 µm

Ceratium furca

Tintinopsis sp.Codonellopsis sp.

Protoperidinium sp.

50 µm≦ 50 µm≦

50 µm≦

カイアシ類の幼生

カイアシ類

端脚類 多毛類の幼生

二枚貝類の幼生

50 µm≦

50 µm≦
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東京湾の海水40 L を 80 ml （500 倍濃縮）に濃縮した場合

基準値を超えることが出来る

MD が 50 µm≦の生物
MD が 10 µm≦，＜50 µm の生物 1.7 ×104 inds. / ml

2.5 ×108 inds. / m3

50 µm

G8の条件を満たす試験海水400 m3 を作成する
には，117,600 m3の海水が必要

↓

少量ならば可能であるが．．．

大量に必要となると，

労力・時間・濃縮装置・生物活性に問題

試験水の作成方法

1）天然海水を利用した試験水の試み

2）天然海水に培養種を加えた試験水の試み
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種類数の用件をクリアーしている自然海水に1種類の培養種を加える

『少なくとも 3 つの異なる phyla / division の 5 種』
　を培養種を利用し1回当たり 400 m3クリアーすることは，

　作業・経費上困難

Chaetoceros gracilis

販売ベース種を考える：

C. gracilisがあげられる.

大量培養（濃縮）が可能：

1.5×108 cells/ml以上

しかしながら，G8基準を満たす細胞サ
イズではない．

他のものは？

目的が餌料なので細胞サイズの小さな
ものが多い．

（例）ナノクロロプシス（マリンクロレラ）

約 5 µm（球形）
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Ditylum braightwellii

『 10 µm≦，＜50 µm 』
　のサイズを満たし，培養可能な種としてDitylum braightwelliiを例とする

培養可能な種を考える：

　　D. brightwelliiがあげられる.

培養（バッチ培養）：

1-3×103 cells/ml以上

しかしながら，大量培養のおよび
濃縮（保存）の可能性に関する情
報が無い

↓

現在試みている

細胞が大きいので，最大細胞密度

で104 cells/mlを超える事は難しい
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1 cm = 10,000 µm

40 µm

70 µm

34.6 µm

Ditylum brightwellii

1 cm

1 cm
上面

150 µm

可能な限り詰め込むと

6,502,500 inds./ml

このような高密度の培養液を作るのは困難
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1 cm = 10,000 µm

40 µm

70 µm

34.6 µm

Ditylum brightwellii 上から見ると

1 cm

1 cm
上面

150 µm

可能な限り詰め込むと

12,978,990 inds./ml

このような高密度の培養液を作るのは困難

『 50 µm≦ 』
　のサイズを満たす生物として，シオミズツボワムシとアルテミア

シオミズツボワムシ アルテミア

大量培養：

　　　　○×103cells/ml以上
対応が可能である

大量培養：

　　　　○×103cells/ml以上
対応が可能である
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ま　と　め

10 µm≦，＜50 µm の生物

自然海水と培養種を利用することで対応で

きるようにするには，

規定値を 103 inds. / ml に下げるべき

50 µm≦の生物

自然海水に培養種を加えることで対応可能
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